
国家戦略特区ＷＧ（平成２７年６月５日）の議事要旨について 

２０１７年８月６日 

国家戦略特区ＷＧ座長 八田達夫 

 

 ８月６日付朝日新聞で、「特区会議に加計幹部 議事要旨に出席・発言の記載

なし」との記事が掲載されていますが、事実関係は以下のとおりです。 

 

 

１、国家戦略特区ＷＧで自治体等から提案を受けるヒアリングを行う際、提案者

の要望により「非公開」と扱うことは、通常の取り扱いとして行っています。

すべて公開を前提とすれば、提案者が十分に情報を示せなくなり、国家戦略特

区における提案制度の趣旨にかなわなくなることがあるためです。 

平成２７年６月５日の特区ＷＧは、提案主体の愛媛県・今治市から、「議会

対策、反対派・競合相手との関係上、非公開の希望」があり、非公開の前提で

議事進行しました。 

しかし、その後、今治市が国家戦略特区に指定され、提案が実現したことか

ら、議論経過をできる限りオープンにすべきと私が考え、提案主体とも再度協

議し、本年３月６日に議事要旨を公開しました。その際、当初は非公開を前提

としていた経緯も踏まえ、公開する内容を調整しました。 

 

２、６月５日のヒアリングでは、今治市が、独自の判断で、説明補助のために加

計学園関係者（３名）を同席させていました。特区ＷＧの提案ヒアリングでは、

通常、こうした説明補助者は参加者と扱っておらず、説明補助者名を議事要旨

に記載したり、公式な発言を認めることはありません。 

６月５日のヒアリングでは、非公開との前提で、提案者以外の者（加計学園

関係者）の非公式な補足発言も認めていましたが、議事要旨の公開に際しては、

通常どおり、提案者以外の発言は掲載しませんでした。 

なお、提案者から、説明補助者の参加・発言について議事要旨に記載してほ

しい等の特段の要望があった場合は、議事要旨に記載している場合があります

が、今回はこうしたケースにあたりません。 

 

３、以上のとおり、特区ＷＧの議事要旨の公開については、国家戦略特区の制度

趣旨にかなうよう運営しているところであり、今回のケースは通常の取扱い

どおり行ったものです。 

 

問合せ先 内閣府地方創生推進事務局 TEL 03－5510－2151 


